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本日説明させていただく内容は、日本を含めたG7で検討が開始され、現在はWCO（世界税関機構）で検討されている税関手続の標準化・簡素化に関する概要である。今回、日本として実施に向けた具体的な取り組みの方針が固まってきたこともあり、過去の経緯から順を追って説明させていただく。

　まず、G7から始まり現在のWCOでの検討までの一連の経緯をご説明し、次いでG７でどのような作業をしたのか、３番目にWCOでどのような検討が行われ、現在どのようになっているか、最後に日本を含めた実施スキームについて説明する。

１．背景と検討経緯

　税関手続の標準化・簡素化作業は、リヨンサミットが契機になっていることから、①リヨンサミット以前、②リヨンサミット以降、③サミットからのマンデート（指示）について説明する。

1 リヨンサミット以前（1996年６月開催）の状況（資料ｐ4）
メッセージの標準化（統一化）についての一つの大きな契機は、1987年、国連でUN/EDIFACTが完成したことである。UN/EDIFACTは、行政、商業、運輸等様々な分野の（標準）メッセージを作っており、税関のメッセージも作られている。例えば、税関の輸出入申告書にはCUSDEC、船会社が提出するマニフェストについてはCUSCARといったメッセージがある。しかしながら、これらの税関申告分野のメッセージはあまり普及していない。他方、WCOにおいても、以前からメッセージの標準化に関する議論は行っており、輸出入の申告書を統一し、輸出申告書がそのまま相手方（輸入国側）の輸入申告書として利用できれば、貿易手続が一層迅速化されるだろうという発想はあったが、成果が上がっていなかった。

2 リヨンサミット以降の状況（資料ｐ5）
　そこでリヨンサミットにおいて、先進７カ国がリーダーシップを取り、標準化・簡素化を進めれば効果的ではないかという発想から、税関専門家に対し、税関申告に係るEDI標準化のための作業の開始を指示し、これを受け1997年３月、第1回G7税関専門家会合が開催された。本作業については、その後のG7蔵相会議やサミット（1997年のデンバーサミット、1998年のバーミンガムサミット）でも取り上げられ、2000年の九州・沖縄サミットでは、2005年までに実施することが謳われた。また、2001年12月までにG7において税関手続の標準化・簡素化に係る一定の検討が終了したことから、G７加盟国だけではなく、世界標準として幅広く利用されるために、WCOに本作業を引き継いだ次第である。

3 サミットからのマンデート（指示）（資料ｐ6）
· 税関が要求する申告項目（データ・エレメント）の標準化・簡素化：個々のデータ、すなわち、輸入者、輸出者、船名といったデータ・エレメントの標準化・簡素化を図る。

· 共通電子申告フォーマットの開発：データ・エレメントを標準化した後、UN/EDIFACTをベースに共通電子申告フォーマットを開発する。UN/EDIFACTは標準化されたメッセージであるが、各国毎の様々なフォーマットに対応できるように幅を持たせて作られていることから、一層の標準化を図る。

· 税関以外の他省庁・OGA（Other Government Agency）が要求するデータ・エレメントの標準化：動物検疫、植物防疫、食品衛生の三つの輸入時に行われる手続、いわゆる税関における他法令手続について、その手続で必要なデータ・エレメントの標準化を図る。なお、OGAについては、2001年12月までに作業が終了せず、若干調整する余地が残った状態でWCOに引き継がれたことから、2005年に完成予定のWCO税関データ･モデルバージョン2.0で取り纏めることを予定している。

２．G7における検討（1997年3月～2001年12月）

　G7において具体的にどのような検討を行なってきたか、目次の（１）から（７）まで順を追って説明する。

（１）データ・エレメントの標準化の必要性(資料ｐ8)
　国によって同じ言葉でもお互い本当の意味するところは違っている場合があることから、データ・エレメントを標準化（統一化）させる必要がある。

（２）データ・エレメントの標準化・簡素化作業の概要（資料ｐ9）
当初リヨンサミット時点で、７カ国間で輸入申告の際に必要なデータ・エレメントを集めたところ800項目以上あったが、それを一つ一つ確認し、例えば一部の国だけ要求しているデータ・エレメントについては可能な限り他のデータ・エレメントに統合するなど、各国ができる限り共通のデータ・エレメントを使用するよう努力した結果、2001年12月までに113項目まで標準化・簡素化することができた。

　なお、現在、NACCSでは、一部日本独自のコードやデータ・エレメントを使っているが、本作業では、UNTDED（国連貿易データ・エレメント集：ISO7372）をベースに作業を行っている。

（３）共通電子申告フォーマットの必要性（資料ｐ10）
　データ・エレメントが標準化・簡素化されても、申告フォーマットが各国毎に異なっていると、フォーマットの変換が必要になり、容易に電子データの交換ができないことから、UN/EDIFACTをベースとした共通の電子申告フォーマットを開発する必要がある。

（４）共通電子申告フォーマットの作業の概要(資料ｐ11)
各国毎に異なっていた申告フォーマットをUN/EDIFACTをベースとした共通の電子申告フォーマットに統一するとともに、そのフォーマットではG7間で標準化・簡素化した共通のデータ・エレメントのリスト（共通データ・セット）を使用することとした。

（５）開発作業の基本原則

（ⅰ）「通常の貨物」（大部分の貨物）（資料ｐ12）
データ・エレメントの標準化作業は、他法令該当貨物や書類審査・貨物検査の対象となる貨物等を除いた通常の貨物（大部分の貨物）を対象としている。例えば、日本の場合、輸出貿易管理令の該当貨物は標準化の対象から外れていた。しかし、現在WCOで進めているデータ・モデルの改訂作業では、この輸出貿易管理令該当貨物も対象に含める予定である。

（ⅱ）データ・セット作成の基本方針（資料ｐ13）
　G7間の標準ではなく、世界標準を目指していることから、１、２カ国しか要求していないデータは極力削減し、定義を明確にするといった基本方針に基づき作業を進めてきた。

（６）各国のデータ・エレメント数（資料ｐ14）　

　G7で検討してきた手続は、「IM1（通常の輸入申告に相当）」、「IM12（簡易申告の引取申告に相当）」、「IM22（簡易申告の特例申告に相当）」、「EX1（通常の輸出申告に相当）」、「EX12（輸出2段階申告の1段階目で日本に該当する手続なし）、「EX22（輸出2段階申告の2段階目で日本に該当する手続なし）」、「CRI（船会社が提出する積荷目録に相当）」、「CRE（船積み確認に相当）」の8メッセージであり、本表はそれぞれの手続で各国が必要とするデータ・エレメントの数を表したものである。

　例えば、通常の輸入申告で日本は60項目となっているが、これは輸入申告の際に必要な申告項目の総数が60個なのではなく、60種類のデータ・エレメントを使用・入力するという意味である。

（７）データ・エレメントの標準化の例　

（ⅰ）グロスウエイト（資料ｐ15）
グロスウエイトを例に挙げると、インボイス上でのグロスウエイトは「150KG」であるが、実際の輸入申告書ではトータルのグロスウエイト（150KG）を入力する共通部と、貨物毎のグロスウエイトを入力する欄部とに分かれる。単純にデータ・エレメントを「グロスウエイト」とすると、どちらのグロスウェイトを求めているのか明確でないことから、「グロスウエイト」を「共通部のグロスウエイト」と「欄部のグロスウエイト」に区別した。

（ⅱ）積載航空機（資料ｐ16）
積載航空機については、日本では便名（JL402便やJL006便など）で航空機を特定し、アメリカでは機体番号（JA１２３４など）で特定している。そこで「積載航空機」を「機体番号」と「航空機便名」に区別した。

（ⅲ）入港年月日（資料ｐ17）
ファーストポートの入港年月日と取卸港の入港年月日が異なる場合があることから、データ・エレメントを区別し、各国がどちらの日付を求めているのか明確にした。

　

３．WCOにおける検討（2002年１月～現在）

（１）世界税関機構（WCO）について(資料ｐ19，20)　

世界税関機構（World Customs Organization：略称WCO）は、世界で唯一の税関の国際機関であり、関税協力理事会、CCC（Customs Co-operation Council）として1952年に設立されたものであるが、1994年からWCOという通称を使用している。本部はベルギーのブリュッセルにあり、現在162カ国・地域が加盟している。わが国は1964年から加盟している。

　WCOは、関税や税関手続に関する条約の作成、貿易円滑化や安全対策等に関する様々な国際的ガイドラインの作成、税関のフォーラムとしてWTOの協定の統一的な運用、監視・取締りについての税関の連携、途上国を対象とした関税技術協力の推進といった役割を担っている。事務局のトップ（事務局長）はフランスから選出されているが、ナンバー２の事務局次長は日本から選出されており、日本としてもWCOを積極的にリードしていると認識している。

（２）国際貿易サプライ・チェーンの安全確保及び貿易円滑化に関するWCO決議（2002年）を受けたデータ・モデルの見直し（資料ｐ21）
　G7での作業・検討は、主として貿易の円滑化、迅速化の観点から作業を進めてきたが、2001年9月11日の米国同時多発テロ以降、交通手段あるいは人の移動に関する安全確保に対する認識が非常に高まり、例えば税関分野では、海上コンテナ安全対策（CSI）が実施されるなど国際的なテロに対する施策が施されることとなった。

このような中で2002年1月からG7データ・セットの最終バージョンは、WCO税関データ・モデルバージョン1.0としてWCOに移管され、検討を継続することとなったが、そこでは、標準化された正確なデータが輸出国から輸入国に早く移ればセキュリティ確保にも有効ではないかとの視点が加わり、セキュリティも確保し、かつ迅速化も損なわないようにするために、WCO税関データ・モデルを有効に利用することとなった。そこで「国際貿易サプライチェーンの安全確保および貿易円滑化に関するWCO決議」を受けて、ハイリスク貨物特定のために有効な項目として27項目を特定した。この27項目のうち26項目はすでにバージョン1.0に含まれていたことから、運送料支払方法を１項目だけ追加したWCO税関データ･モデルバージョン1.1が昨年６月の総会で採択された。

（３）WCO税関データ・モデルの改定（WCO Customs Data Model Version 2.0）（資料ｐ22）
　現在WCOではバージョン2.0に向けた大改訂作業をしている。３年ごとに大改訂することになっており、バージョン2.0は2005年６月のWCO総会での採択を目指している。

　バージョン2.0の大きな特徴は、新たにメッセージの対象が広がり、以下の三つを取り上げていることである。すなわち、①OGA：G7において検討が終了しなかった他法令手続、日本では動物検疫、植物防疫、食品衛生手続についてデータ・エレメントを標準化した上でメッセージを開発、②CUSREP：船会社、船舶代理店が提出する入出港届に相当する手続、③トランジット：主として欧州での国際間保税運送手続を指し、日本では仮陸揚届及びその併せ運送に相当する手続。

　（４）UN／EDIFACT、ISOへの登録 （資料ｐ23）
G7及びWCOの作業において、UN/EDIFACTの標準メッセージであるCUSDEC（輸出入申告）及びCUSCAR（マニフェスト）を修正していることから、厳密にはUN/EDIFACTとは言えない。また、 UN/EDIFACTで定められているコードを一部修正・追加するとともに、ISO7372のUNTDEDに登録されていないデータ・エレメントを使用している。このため、現時点ではWCO税関データ・モデルは税関内だけの国際標準となっているが、今後、メッセージについてはUN/EDIFACTの修正版として国連に登録するとともに、新規データ・エレメント等をISOに登録することにより、名実ともにグローバルスタンダードになると考えている。また、XMLの国際標準であるebXMLにも今後対応することも検討されている。UN/EDIFACTは歴史がありメインフレーム系のシステムで多く使用されているが、XMLはインターネットを目的としたものである。ＵＮ/EDIFACTのメッセージをXMLに変換するとメッセージのボリュームが場合によっては数倍以上になってしまうとも聞いているが、これから新しくシステムを導入するところはXMLベースになると考えられることから、WCO税関データ・モデルもebXMLへの対応を考えなければならない。そこでebXMLとUN/EDIFACTはシンタックスなどコンピュータが意識する部分は違っていることから、まずはデータ・エレメントについてWCO税関データ・モデルで使っているISO7372に一致させる方向で検討を進めている。したがって、一方の国がUN/EDIFACT、他方の国がebXMLである場合、たとえばベンダーやVAN業者などの力が重要になってくるのではないかと考えている。

　（５）UCR(Unique Consignment Reference number)（資料ｐ24，25）
UCRは直訳すると単一貨物識別符号と言い、国際貿易上におけるサプライチェーンマネジメント上で、輸出国の工場（売り手）からたとえば輸入国の商社（買い手）まで共通の個々の貨物に付与する35桁のアクセスキー番号である。このUCRを利用すれば、国際宅配便業者と同じような追跡が可能となり、迅速化のみならず、セキュリティ確保という観点からも有効ではないか考えられている。また、番号の付与に当たっては、ISO15459という輸送ユニットの固有識別を使用することとなっている。なお、UCRはWCO税関データ・モデルをより効果的に使用するための識別符号として、入力項目として確保・設定している。

（６）事前貨物情報（ACI）ガイドライン 
　上述の「国際貿易サプライチェーンの安全確保および貿易円滑化に関するWCO決議」を受けて事前貨物情報に関するガイドラインとしてACIガイドラインが作成された。なお、ACIガイドラインに基づく税関手続の流れは、現段階では、あくまでも貿易手続に関する理想形であり、具体的な実施は将来的なものであることにご留意願いたい。

（ⅰ）ACI（Advance Cargo Information）ガイドラインの概要(資料ｐ26)
　ACIガイドラインの基本的な発想は、税関がリスク・マネジメントの手法に基づいてサプライチェーン全体を適切に管理することにより、安全確保と円滑化を両立させようとすることであり、その際に、WCO税関データ･モデル及びUCRを利用することとしている。

また、ACIガイドラインは、リスク・マネジメントや、後述するAuthorized Trader Conceptを規定している改正京都規約をベースとしている。なお、改正京都規約とは税関手続の近代化や調和化、透明性の確保、迅速化などを条約にしたものであり、日本はすでに受諾済みで、他の国の受諾、発効のための諸準備が進められている。改正京都規約は、現行の京都規約の電子化や２段階の申告、事後調査などの税関手続の迅速化を推し進めたものであり、ACIガイドラインはこの考え方をベースにサプライチェーン全体をカバーし、二国間取極等に基づき税関間（G ２ G）での貨物情報の交換を行うことも想定している。

Authorized Trader Conceptとは、税関が認定したコンプライアンスの高い優良な貿易関連業者に対して一層簡易な税関手続を認めるという考え方であり、Authorized Supply Chainとは、サプライチェーン全体を税関が認定した貿易関連業者（運送人、倉庫業者、通関業者等を含む）でカバーするという考え方である。

（ⅱ）ACIガイドラインにおける「通常の税関電子手続」（資料ｐ27）　

輸出物品（Export Goods）は、輸出者（Exporter）から輸入者（Importer）に向かって流れる。輸出者は、当初輸出申告（Initial Export Goods declaration）を輸出国税関（CUSTOMS EX）に提出する。当初輸出申告において運送人（Carrier）の申告すべき事項が盛り込まれていない場合には、運送人は出港前に輸出貨物申告（Cargo declaration EX）を行わねばならない。
輸出国税関は、電子的に送信されてきた情報をリスクアセスメントにかけ、ハイリスクと考えられるものについて検査を実施する。二国間取極等に基づき必要に応じて、輸入国税関（CUSTOMS IM）とも情報交換ができるようにする。
また、輸入者（Importer）は輸入物品申告（Import Goods declaration）を輸入国税関（CUSTOMS IM）に提出する。
（ⅲ）ACIガイドラインにおける「Authorized Supply Chain」（資料ｐ28）
　優良輸出者（Authorized Exporter）、優良通関業者（Recognized Agent）、優良輸入業者（Authorized Importer）、優良運送者（Recognized Carrier）から成るAuthorized Supply Chainが形成された場合、荷主または通関業者がUCRだけで輸出申告できるなど一層簡素化された手続を提供するという考え方である。基本的にコンプライアンス管理され、密輸出や密輸入の蓋然性は低いと判断されているので、税関側に貨物情報など提出するのではなく、税関が申告されたUCRを使用して、直接荷主のシステムにアクセスするイメージになっている。　

繰り返しになるが、ACIガイドラインに基づく貿易手続は、あくまでも理想形であって、日本ではまだ現実的な話ではない。しかしながら、WCOにおいて、このような検討を行う中で現実面における解決策の議論等を行うことについては意義があると感じている。

　

４．WCO税関データ・モデルの実施

（１）WCO税関データ・モデルの実施に関する宣言等（資料ｐ30）
実施については、最初に九州・沖縄サミットにおいて、可能ならば2005年までに実施すると取り纏めて以来、2002年6月のカナナスキス・サミット、同年10月のAPEC首脳会議でも可能ならば2005年までに実施する旨取り纏められており、現在各国で実施に向けた作業を行っているところである。

（２）WCO税関データ・モデルの利用イメージ（資料ｐ31）

　図の上の矢印が貨物の流れを、下の矢印は手続・データの流れを表している。輸出許可書のデータを若干作り替えて、共通部分についてはそのまま使い、納税申告部分等の輸入申告に特有のデータを付け加えて輸入申告書を作成するというイメージである。

（３）諸外国の実施状況

（ⅰ）英国、カナダ、米国の実施状況（資料ｐ32）
　現在、英国とカナダが協調して２国間で実施している。英国は昨年10月から輸出入申告を対象に実証実験を開始している。英国の通関システムCHIEFは2007年に更改予定であり、実証実験の結果を2007年の更改に反映させると聞いている。

　カナダは昨年６月27日から実施している。しかしながら、６月27日から10月までの間は単にカナダで環境整備した状況であり、実際に開始したのは英国が実証試験を開始した10月からである。

　なお、英国においては実施場所及び業務を限定していることから実証実験と位置付けているものの、実際に今ある輸出入申告を、WCO税関データ・モデルの輸出入申告に置き換えて実施することから単なる実験とは異なる。

　米国は、更改ACEが2007年に全面稼働する予定になっているが、ホームページによると明確にACEではWCOの標準メッセージ、すなわちWCO税関データ・モデルを採用すると公表しており、遅くとも2007年から実施することから、実施に向けた勢いは高まっていると当方でも認識している。

（ⅱ）カナダ・英国間のG７プロトタイプ―カナダ・輸入－英国・輸出（資料ｐ33，34）
　英国の輸出申告は38項目ある。そのうち、カナダの輸入申告に必要な項目との共通項目が17項目、カナダの輸入申告で別途必用になる、いわゆる独自項目が35項目ある。共通項目についてはコード変換することなくそのまま利用することが可能であり、輸入者は、カナダ独自の項目についてのみ追加入力して輸入申告を作成することとなる。

（４）日本における実施スキーム（案）

　日本では2005年12月までにSea-NACCSを対象に実施すべく作業を進めている。

メッセージ変換ツールの提供について具体的に説明する。

（ⅰ）日本・輸出の場合（ケース1）（資料ｐ36）

日本が輸出国のケースで説明する。まず輸出者は税関（Sea-NACCS）に対してWCO税関データ・モデルの輸出申告メッセージ（EX1）を用いて輸出申告を行う。次に輸出者は、メッセージ変換ツールを用いて、EX1からIM1（輸入申告メッセージ）にメッセージを変換し（この時点では、虫食いの輸入申告書が作成されるイメージ）、メール等を用いて変換後のメッセージを輸入者に送信する。本来なら輸入者が輸入申告メッセージを作成するのであるが、ここでは輸出者がメッセージの変換を行い、そのメッセージ変換ツールはパソコンに組み込むソフトを提供する方向で検討している。その後、輸入者は受け取ったメッセージ（IM1）の穴明きの部分に必要な情報を入力し、輸入国の税関に申告する。
輸入国（相手国）としては、現在実施している英国・カナダを念頭に置いている。

　また、大手通関業者や大手メーカーでは既に自社システムがNACCSとゲートウェイ接続していることから、別途パソコン環境で輸出申告し、輸出者から輸入者にはEメールの添付ファイルの形でメッセージ変換後のデータ（IM1）を送ることを想定している。
なお、メッセージ変換ツールについては、将来的には自社で開発していただくか第三者ベンダーを期待しているところであるが、標準化されたWCO税関データ・モデルがマルチ（多国間）で使われるようになれば、VANサービス業界にとっても一つのビジネスチャンスとなると思われる。

（ⅱ）日本・輸出の場合（ケース2）(資料ｐ37）
　たとえパソコン環境であっても、WCO税関データ・モデルの対象外の貨物については、NACCS電文で輸出申告をせざるを得ないケースも出てくる。またパソコンで申告してしまったものについては自社システムのデータベースに組み込めない。そこで考えたのがケース２である。これは輸出申告についてはNACCS電文で行い、許可についてもNACCSで行う。ポイントは法定上の書類ではなく、管理資料として翌日輸出許可書のデータがWCO税関データ・モデルの形式で輸出者に配信されるという点である。輸出者は、メッセージ変換ツールを使いIM1を作成する。これにより、輸出者はNACCSを使いつつ、WCO税関データ・モデルの輸入申告を作成することが可能となる。

　

５．まとめ（資料ｐ38）
税関手続の標準化の検討はG7間で開始されたが、現在はWCOというマルチの場で議論されている。本年３月にアジアのWCO加盟国が集まってWCO税関データ・モデルの勉強会を開催したが各国とも真剣であった。参加国の多くはシステム化がそれほど進んでいないこともあり、システムを構築又は更改するときはWCO税関データ・モデルを採用するとの発言があった。また、UNCTADでは途上国支援として、ASYCUDAという通関システムを作っているが、ASYCUDAでも全面的にWCO税関データ・モデルをサポートすると聞いている。

　標準化のポイントは、メッセージもさることながらデータ・エレメントがより重要であると個人的には考えており、データ・エレメントがWCO税関データ･モデルにより統一していれば、国毎にどのようなデータ・エレメントを要求しているのかWCOという一つのチャネルから容易に把握できるようになる。これにより、輸出申告から輸入申告といったメッセージの変換が容易になるが、この時、輸出入者の代わりにメッセージ変換等を行うVANのような第三者ベンダーの役割が非常に重要になってくるのではないかと思われる。

　次に対象手続の拡大については、他法令手続の追加等によりデータ・エレメントの数自体が増えることが想定されるが、こうした手続が標準化されることからトータルで見ればメリット感が出てくると思われる。国連とISOへの登録により、名実ともにグローバルスタンダードとなると考える。更にUN/EDIFACTに加えてebXMLもサポートすることも予定している。

　最後に、検討段階から実施段階に進み、日本においても2005年の実施に向けて作業を進めているところである。日本を含めたG７で本件の検討を開始したこともあり、日本としては世界をリードする立場で行いたいと考えている。

以上
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